Culture business strategy in movie by 中川 洋吉 & 清家 彰敏
カルチャービジネスの政策・戦略の模索
一一日仏映画産業の比較研究一一
1. 緒言
中川洋吉
清家彰敏
今日は映像の時代と呼ばれている。 21世紀を迎えるにあたり，益々この傾向
は強くなるだろう。映像と一口で、言っても，ビデオや電子産業が作り上げる産
業的画像が主体であり，手作り要素を常に残す映画産業とは分けて考えること
が一般的である。そのこと自体は正しいことと言えよう。しかし，映像の根幹
に常に映画が存在してきた今日，これからも存在し続けることは無視できない。
映画は，商業的・大衆向けの伝達手段であると同時に，文化的意義をうちに持
つ商品，カルチャービジネスである。本稿は，映画が持つ文化的商品の側面を
把握しつつ，日本映画産業の可能性という視点で日仏の比較を行い，カルチャー
ビジネスの政策・戦略を模索する。
2. 我が国の映画産業の現況
では，現在，わが国における映画の現況を映画産業規模から見ていこう。
観客動員数 l億5300万人（1998年）
映画館数 1993館 ~ 
平均入場料 1264円 ~ 
製作本数 278本 (1997年）
国産映画市場占有率 41.5% ,, 
アメリカ映画市場占有率 55.6% ~ 
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以上のように日本映画を数字的にとらえ，世界の多くの国が米国映画，特に
ハリウッド映画に支配されている状況と比較して，日本の映画産業は表面的に
は産業として悪い状態とは思えない。しかし，観客動員数は最盛期の11億2700
万人（ 1958年），映画館数は7457館（ 1960年）と大幅に減少しており，最盛期，
1958年の平均入場料は64円であり現在は約20倍と高騰し，入場者減を入場料金
値上げでカバーし，帳尻を合わせてきたのである。以前，日本人は，年間10回
以上映画館へ足を運んだが 1997年の統計では僅か1.1固と大激減している。
更に，一部のみに観客が集中し，池袋・文芸座，銀座・並木座，大井武蔵野
館，亀有名画座といった，昔ながらの名画座が廃館に追い込まれ，映画を見る
状況は益々悪くなっている。又， 1999年初頭の松竹本社ピル売却も，日本映画
界の不振を象徴している。東宝，松竹，東映と現存するメジャーの中で，東宝
のみが良好な経営を誇り，残り二社は青息吐息といった状態である。東宝は映
画会社でありながら， 20年前から自社製作を外注方式に切換え，製作に伴うリ
スクを回避する方針転換に成功し，現在の一人勝ち状態を築き上げた。製作リ
スクを回避し，興行・配給システムによる経営の成功例である。他方，松竹，
東映は自社製作にこだわり，ヒット作に恵まれないこともあり，じり貧状態に
陥っている。
製作状況を眺めるならば封切本数（日本映画製作者連盟の毎年発表する統
計では，製作本数ではなく，封切本数という表現がとられている。従って，必
ずしも，その年に製作された作品ではなく，オクラ［未興行作品］になって，
その年に封切られた作品も含まれる）は249本で，その内184本が独立プロ作品
となっており，メジャーの製作能力は激減している。最盛期の1960年には547
本（内独立プロ 2 本）と隔世の感がある。
メジャーの力が衰退し，それを独立プロが埋める興行形態が定着しており，
メジャー（実際には東宝だけが映画会社の態を成している）は，専ら興行資本
として映画の発展に寄与するのではなく ー私企業の存続を自己目的化してい
るのが昨今の傾向である。
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メジャーが興行（作品を系列館に掛け，興行収入を得ること）に力を入れれば，
製作は必然的に独立プロが担うことになる。独立プロ主流の映画作りの時代が
到来し，誰もが映画監督やプロデューサーとなる機会は多くなった。しかし，
これは，あくまでも建前上のことで，映画製作予算はむしろ削減され，小規模
な作品をやっと製作する状況が続いている。例外として 徳間アニメ（代表作，
「もののけ姫」）がある。大衆動員が始めから読める徳間アニメ（殊に宮崎駿監
督作品）は，数社相乗りで資金を調達する方式を採用している。しかし，徳間
アニメのケースは例外中の例外である。
製作の現場では，低予算のあおりで，人材がテレビへと流れ，作品の質を守
るのにきゅうきゅうしているのが実情であろう。今や，一部の監督やプロデュー
サーを始めとする映画人の努力，しかも献身的な，文化奉仕的活動により，細々
と日本映画の灯は守られている。
このような，困難な映画製作を，何とかしようとする動きがない訳ではない。
1994年 8 月，文化庁により日本映画振興策の提言がまとめられた。一応，官民
一体で，日本映画について考える試みで， 5 つの骨子から成り立っている。
1 ）映画製作の助成
2 ）国立映画大学の創設
3 ）監督，プロデューサー，脚本家への助成
4 ）メセナからの寄付金に対する税法上の優遇策
5 ）フィルム・センターの充実
等である。これらは至極当然な事柄ばかりである。しかし，この提言はあくま
でも机上のプランであり，実現したものは一つもない。
この提言の下敷が以下詳述するフランスの国立映画センター（以下 CNC と記
す）の存在である。
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3. フランスにおける映画の一般状況
世界で唯一成功した映画産業助成機構として知られる CNC に触れる前に，
日本とフランスの一般的概況について述べてみる。そして，国の規模と文化に
対する認識の違いについて知ってもらいたい。
人口日 1億3000万人
仏 5800万人
国土 日 37万平方キロ
仏 55万平方キロ
（但し，仏の可耕面積は85%であり 可耕面積は17%の日本と比
べ国土は仏が実質 5 倍強の広さとなる）
予算日 77兆円（1997年）
仏 33兆円（ 。 ) 
（この予算額の違いは人口差によるもの）
フランスの文教予算（学校教育予算とは別）は3000億円で，文化遺産の保護，
修復，カルチャ一一般の保護・助成（オペラ公演助成は代表例。この助成抜き
にはオペラ公演は考えられない）等に当てられる。
一方，日本の場合，この予算に相当するのが文化庁予算で，年間830億円
(1997年）となっている。文化庁予算の使途は，文化財の保護，修復がメイン
であり，映画にたいしての使途は見込まれていない。
フランスの文教予算も映画への使途は含まれていなし、なお，フランスの場
合，教育関係は教育省，文化関係は文化省となっているが，日本の場合は文部
省が，教育，文化を管轄している。この独立した文化省の存在はやはり，フラ
ンス国家として文化を重要視する姿勢の表われといえよう。
さて，一般的日仏比較に次いで，映画状況を比較してみる。
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映画人口 日 1億5300万人（1998年）
仏 1億7010万人（ ,, 
映画館数 日 1993館 ~ 
仏 4655館 か
（映画館数はシネマ・コンプレックス増加でスクリーン数
と同じとする）
年間売上げ 日 1772億円（1997年）
仏 1140億円（ ~ 
平均入場料 日 1264円 (1998年）
仏 775円 ,, 
映画人口については，日本の場合， 1 億5000万人の大台にのせたのは1986年
以降のことである。そして，数字をここまで押し上げたのは洋画「タイタニツ
ク J の存在である。「タイタニック」は， 1999年 1 月現在，観客動員1658万人，
配給収入160億円と歴代新記録を樹立。 97年のアニメ「もののけ姫」の最高記
録113億円を更新するものである。「タイタニック J 一本で，観客動員数，配給
収入が大きく底上げされたのが1998年度の日本映画界である。フランスでも
「タイタニック J 人気は抜群で， 2054万人を動員している。観客動員数も 1985
年以来の 1 億7000万人突破と 世界中で「タイタニック」現象が見られる。
映画館数に関しては 日本ではシネマ・コンプレックスが徐々に増え， 2000
館の大台に近付いている。しかし， 1960年の7457館と比べ，その衰退ぶりに歯
止めは未だかかっていない。フランスの映画館に関しては，メジャー，ゴーモ
ン， UGC，パテが積極的にシネマ・コンプレックスを展開し，ここ 10年来，
増加傾向にある。
国民の 1 人当たりの映画鑑賞は，日本が1.1回，フランスは約 3 回と， 日本
人はフランス人の 3 分の l しか映画を見ていないことになる。
映画産業の年間売り上げは，日本の方が50%強多いが，これには理由がある。
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日仏の映画入場料金を比較すると日本の方が圧倒的に高い。日本の映画産業は，
観客減を入場料値上げで埋め合わせてきた。その結果，日本人は世界一高い入
場料金を払わされる羽目に陥った。家庭でのビデオ鑑賞と競争する状況で，都
心の映画館は1800円の入場料を設定しているが このような高料金体系は，映
画界が自分で自分の首を締めているとの議論は以前からあるが，一向に改善の
気配は見えない。ちなみに 米国の平均入場料は580円と更に安くなっている。
高料金に依存した日本映画界は客を呼び戻す為に 即効的手段として，もっ
と大幅な料金制度の導入が必要とされる。現行の月 1 回の映画の日，シルバ一
割引以外に，毎週の割引日の設定，格安前売券の発売等，解決策はあると思わ
れる。
現在の世界映画市場は 米国映画の独占状態といっても過言でない。卑近な
例が「タイタニツク」現象で，それぞれの国の映画人口の底上げに大いに寄与
した。
各国の映画界は，知何に米国映画攻勢から自国映画産業を守るかを大きな課
題としている。
自国映画産業の市場占有率（図表 1 ）は，それぞれの国の映画産業の経済的
バロメーターを示している。
図表 1 各国における国産映画と米国映画の市場占有率
i 日 本｜フランス｜イタリア｜川｜スペイン｜イギリス｜米国／ Eu全体
国産 I 41.5% I 34.5% I 32.9% I 16.7% I 13.1 % I 22.9% I 91.0% I 22.0% 
米国産 I, 55.6% I 53.8% I 46.7% I 70.5% I 68.2% I 73.5% ’’nu
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このように，米国映画の世界市場侵食は進み，各国とも自国映画産業は苦戦
を強いられている。
日本映画の市場占有率が40% を越えたのは，「もののけ姫」効果である。
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フランス映画の1998年の国産映画市場占有率は27%，米国映画は64% と「タイ
タニック J 効果がフランス映画に痛打を与えている。同じく，同年度の日本に
おける国産と米国映画の比率は30.2%対69.8% と，我が国も「タイタニック」
旋風の影響は極めて大きい。
この米国映画攻勢に対抗するための組織がフランスにおける CNCの存在で
ある。
4. CNC ・組織
CNC とは，フランス映画産業の総意に基づく組織であり，映画産業の保護，
助成に関し，世界で最も成功している例でもある。では， CNC とはどのよう
な組織か。 CNC は文化省直属の団体で，邦訳では映画庁とされるように，政
府機関である。いわば映画専門の役所と定義できる。
歴史的には， 1946年10月 25 日法（フランスでは法律が成立した日をその法律
名としている）により発足した。第二次世界大戦の翌年であり，戦勝国とはい
え，フランスはナチ占領による国土疲弊，基幹産業への打撃，政治制度の崩壊
と再興と，問題山積のまま復興に立ち向かわねばならなかった。多くのフラン
ス国民は，明日の糧を心配しながらの毎日であった。その時期に，国家として，
CNC 設立を決めたのである。これは大いなる英断で，文化に対する政治家や，
彼らを支える国民の認識を表わすものといえる。
困難な時代に逸早く映画復興に取り組んだ背景には，勿論，映画誕生以来，
映画先進国として世界に君臨して来たフランスの自負は当然ある。しかし，そ
の誇り以上に，もっと差し迫った問題があった。それは，同じく，映画大国で，
国土が戦火にさらされずに済んだ 戦勝国米国の文化攻勢に対する官民挙げて
の対抗策であった。その映画部門の具体策がCNC の設立であった。この CNC
を盾に，フランスはアメリカ映画の侵食に対抗しようと試み，成功した。
終戦直後のフランスでは，娯楽が乏しく，国民は足繁く映画館へと詰め掛け
た。そして，映画館は立見の観客で立錐の余地もなかった。そこで人々は，ア
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メリカン・ライフを謡歌する米国映画に心を奪われたのであった。
フランスは，米国映画を受け入れる一方で，自国映画産業の保護，発展を狙
い，その中心となる CNC を設立したのであった。この設立当時，映画のため
の CNC の存在に対し，特別抗議の声は挙がらなかった。何故，映画だけが特
別に保護されるのか，という議論がわかなかったのは，国民認識としての映画
の存在があったためと考えられる。このことは CNC 会長マルク・テシエ
(1999年 6 月でフランス国営テレビ会長へ転出）とのインタヴューでも同様の
回答を得ている。
いわゆる文化の防波堤の一環として設立された CNC であるが，保護，助成
のための資金をどのように捻出するかが，最重要課題であった。そこでフラン
スの文化官僚が編み出した政策的工夫は，観客からの徴収であった。
つまり，映画入場料金の一部を映画産業に還元する手法である。今から50年
前にこの手法を考えついたフランス文化官僚の先見性には，改めて感心させら
れる。又，この手法は，我が国でも，やってやれぬことはないと思えるが，現
在まで，一切， CNC の拠出金方式について，文部省，映画界からの発言を耳
にしたことがない。
この CNC の助成は，当初，映画産業に限られていたが， 1984年， ミッテラ
ン社会党政権の時の文化大臣ジヤツク・ラング（演劇畑出身でナンシ一国際演
劇祭の主宰者。ミッテラン政権の花形大臣で 大臣を退いた今日でも著名文化
人として国民的人気のある人物）が，法律により，映像（主としてテレビ）産
業助成へと枠を広げ今日に到っている。
1946年の設立以来，チケット販売に対し特別税が定められ，前述のようにこ
れがCNC の財源となった。この特別税，現在は入場料金の11%で，フランス，
外国映画の区別なく徴収される。映画入場料金からの一律徴収であり，例えば，
米国映画，「タイタニック」が驚異的興行成績を挙げても，総てフランス CNC
の財源となる。この事に対し，米国側から利益配分の要求が出ているが，フラ
ンス側は，フランス国内の興行収入との理由で断固米国の要求をはねつけてい
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る。
1984年からは先述の法律により 新たにテレビ産業からの拠出が決まった。
各テレビ局の総売り上げの5.5%が徴収額であり， CNC の全予算の大部分を充
当している。他に， 2%のビデオからの徴収もある。これは，販売ピデオに対
するものだが，額は未だ少ない。
ほんの僅かな額が文化庁から CNC に交付されるが，実質的に CNC の財政
基盤は，映画及びテレビ産業により賄われるといってよい。これらの徴収は，
法律による強制力があり，遅延や滞納の心配はない。 CNC の財源に関し，法
律による裏打ちがあることが，財政的安定へとつながっている。丁度，我が国
の日本放送協会（NHK）の逆のケースと考えればよい。 NHK の受信料には法
律による強制力がないため NHK は非常に苦労しているのと対照的である。
以上のように， CNC の財源は，純然たる民間の資金に依存しており，民間資
金が，一度 CNC という国家機関に委託され再び、民間へ還元されるシステム
である。このリサイクル・システムがCNC の活動の根幹である。
このリサイクル・システムを司るのがCNC機構である。 CNC本部はパリ 16
区の住宅街にあり，シネマテークで知られるシャイヨ一宮の目と鼻の先にある口
組織的には官庁であり，会長は政府任命である。転出したばかりのマルク・テ
シエ会長は，政財官界へ多くのエリートを送り出しているポリテクニック（国
立理工科学校－数あるグラン・ゼコールの頂点に立ち， 7 月 14 日の革命記念日
のパレードの先頭に立つのもポリテタニシャン）出身である。
幹部クラスは殆どがポリテクニックかエナ（国立行政学院）出身の高級官僚
である。実務部門は，身分的には公団職員に相当し，かなりの映画好きが集ま
ることでも知られている。 CNC の職員はシネマテック，ユニ・フランス，フェ
ミス（国立映画学校），パリ・ヴイデオテック等 映像関連機関へ転出するケー
スがある。フランスでは，博物館の学芸員と同様に 映画に携わる職業システ
ムが確立していることが解る。
全体の職員数は500人で，その内100人が，チケットの半券を実際に数える仕
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事に従事している。この作業により，入場者数の実数がきちんと把握され，興
行界独特の数字の水増しゃドンブリ勘定の弊害に晒されずに済むのである。
映画産業（映像産業を含む）がこれ程の規模の専門機関を持つという事は，フ
ランスにおける映画の重要性，文化性の高さを示している。
5. CNC ・予算
CNC の活動について概要を捉えるために予算書について触れる。
予算書（1997年度）
一映画及びビデオ部門
収入（単位100万フラン）
入場料収入の11% 502.00 
テレビ番組収入の5.5% 644.10 
ビデオの販売収入の2.0% 76.50 
他の収入 5.20 
計 1227.80 
支出
製作前貸金（新人助成） 145.00 
選択助成 246.02 
自動助成
自動助成及び銀行貸付保証
製作・配給 448.72 
興行 315.06 
ビデオ 16.50 
管理経費 56.50 
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計ーオーデイオヴピジ、ユアル部門
収入
テレピ番組収入
ビデオ
支出
計
1227.80 
1050.90 
13.50 
1064.40 
助成及び番組制作への貸付保証金
自動助成 704.60 
選択助成 275.80 
貸付保証金 23.00 
技術産業への助成 12.00 
管理経費 49.00 
計 1064.40 
総計 2292.20 
CNC の年間予算は約23億フラン，邦貨で約500億円（ 1 フラン＝22円換算，
1999年 6 月現在）である。内訳は テレビ産業からが70% 映画産業が30% と
なり，テレビ産業の重要性が覗われる。しかし，支出となると，映画部門と映
像部門の配分割合は54%対46% となり 映画部門の比重が若干重い。
6. CNC ・助成システム
予算書にある自動助成制度と選択助成制度は CNC の活動の根幹をなすも
のであり詳述する。
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( 1 ）自動助成制度
自動助成とは，製作者（プロデューサー）に還元されるもので，彼が製作し
た前回作品の興行成績を基にして与えられる。例えば，ある製作者がA という
映画を作ったとき 彼は銀行口座を開設する。そして，新作の製作の時には，
前作Aの興行実績に基いて計算された金額が銀行口座に振り込まれる。この助
成は，自動的にどんな映画に対しても支払われる。
今一度，実例を挙げて自動助成について説明してみる。 1997年度の CNC 映
画部門の自動助成額は， 7 億6400フラン（邦貨168億円）である。この額が自
動助成として製作者へ振り向けられる。当然のことながら 大ヒット作品は受
取り額も増える。ヒット作はより多く興行収益を稼ぎ出し， CNC へ多額の拠
出金を出しており，その見返り額は必然的に増加する。この点に CNC の本質
が見てとれる。即ち，業界の資金を CNC が吸い上げ，再び業界へと還元する
リサイクル・システムが稼動している。
そして，この自動助成は作品を製作した製作者以外にも，配給，興行，そし
てビデオ部門へも還元される。興行については，映画館改装等への助成である。
この助成により，映画館主は，快適な映画鑑賞環境を維持することが出来る。
これらの助成を受けるために，例えば，製作者なら，これから製作する作品の
プロジェクトを CNC に提出する。これは助成制度の透明性を確保するための
もので，内部の検討・審査を経て，最終的に，製作者の銀行口座へ助成金が振
り込まれる。
自動助成の大きな部分を占める製作と興行への交付は以下である。
製作（長篇）
興行
（単位100万フラン）
217 .0 
（邦貨48億円）
292.90 
（邦貨65億円）
(1997年現在）
-84 (270）一
興行の場合は，映画館の売り上げを基準として，一定割合で映画館へ拠出
金が還元される。
( 2 ）選択助成
一方，選択助成は，代表的なものが製作資金前貸し制度である。 97年度は 1
億4500万フラン（邦貨32億円）である。これは一種のローンであり， CNC は
殊に文化的，教養的と認めた作品に対し製作資金を前貸しするものである。即
ち，非商業性の強い，興行的に難しいと思われる作品を選択するものといえる。
この前貸しに関しては認定委員会が設けられ 映画人中心に構成されている。
委員長には，ジャンヌ・モロ，イザベル・ユベールなどの有名女優が起用され
たりする。
この前貸し制度は，新人監督を第一の対象としている。この制度のおかげで，
図表 2 のように，毎年多くの新人監督が世に出ている。
図表 2 新人監督数
'19僻 i 1卿年 119畔 11伺l年 11鵬 11叩3年 11叩4年｜即時 11鰯年 11997年
前貸金交付者数（人） 1 1 1 12 1 19 1 1 1 13 1 26 1 26 1 39 1 22 1 37 
全体の新人監督数（人）I 13I 16I 21I 19I 14I 21I 34I 39I 33I 46
新人を世に送り出すための経済的支援が，この前貸し制度により確立され，
フランス映画界の新陳代謝の促進に大きく寄与している。 CNC の最大の功績
はこの制度だといってもよい。
この多量の新人監督の輩出により，女性監督の進出が顕著になった。フラン
スには，国立映画学校フェミスがある。これは，以前のイデックが発展解消後
に創設された，映画・映像専門学校であり 脚本家のジャン＝クロード・キャ
リエールが永らく校長を務めていたことでも知られる。このフェミス出身の優
秀な女性たちが多勢製作に参加したために起きた現象であり，この制度が無け
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れば，新人女性監督が世に出るのはまず不可能とされている。このフェミスも
CNC の助成により賄われている。
この前貸し制度は，新人監督以外に， 2 作目， 3 作目の監督も対象にしてい
る。一般的に，新人監督は，何とか第一回作品を作ることができる。しかし，
その作品が不評だったり，興行的に失敗作だったりすると，次回作に取り掛か
るのは非常に難しい。第一回作品の不入りで，その後10年を待たねばならなかっ
た著名監督の例もある。この弊害を無くすためにもこの前貸し制度は効果を発
揮し，多くの才能が消え去ることを防いでいる。
新人及びそれに準ずる監督たち以外にも 思わぬ大物がこの制度の思恵に与っ
ている。例えば，ロベール・ブレッソン監督がその一人であった。彼の場合も，
商業的成功が難しいとされたアート系の作品であり，審査委員会が大監督に手
を差し伸べたのであった。翻って もし日本でもこの制度があれば，一時は意
欲的に仕事をし，現在はほとんど撮っていない大物監督たち，例えば，吉田喜
重監督や羽仁進監督に前貸しをして製作を助けることも可能となる。ただし，
これはあくまでも仮定の話である。
更に，この制度で見逃せないのは，前貸しでありながら，興行収益を上げら
れなければ，返済の義務がない点である。事実， CNC の予算書でも，前貸し
金の返済金は収入の中に計上されていない。これは 一応，建前的には貸し金
となっているが，実際は補助金の性格をもっている。
前貸しを認められた作品の中には，独善的で，観客の存在を無視しているも
のが散見するとの非難は常に存在していることは事実である。しかし， CNC
は，新しい才能を発掘するためには，若干の異質作品が入り込むことを必要コ
ストと考え，非難の声に耳を傾けない。
以上のように映画一般への助成に触れてきたが これらは，フランス映画だ
けでなく，合作作品も対象とされている。
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7. 合作
フランスでは合作が盛んで、あり 1997年製作された163本中86本がフランス
資本100%で残りは合作となっている。即ち，現在のフランスでは，約半分の
作品が合作となっており，最早，フランス映画産業においては，合作は極めて
一般的なこととなっている。
合作とは，フランスと合作協定を結んで、いる国との共同製作を指しており，
殆どのヨーロッパ諸国 旧ソ連，旧東欧圏諸国南米諸国，一部のアフリカ諸
国とが協定に加わっている。米国，日本を始めとするアジア諸国はこの協定に
は加わっていない。
合作作品は， CNC の自動助成を受けることが出来る。具体的には以下であ
る。
一製作会社はE U内で設立され管理されていること
-E U以外の外国人は，五年以上フランスで映画活動歴があればフランス人
と見なされる。
一フランス， E Uのスタジオやラボを使用して製作すること。
フランス，又はE Uの国と組んで製作すること。
一フランスと合作協定を結んでいる国の原作者，俳優，テクニシャンのアシ
ストで製作されること。
以上の条件を満たせば，外国人監督が撮る作品もフランス映画として，助成
の対象となる。
前貸し制度や合作に対する助成により，映画産業界への新しい血の投入が可
能となり，より活性化を促す結果となっている。殊に合作は，フランス映画界
のリーダーシップをより強力にする効用がある。
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8. 映画とテレビの共生関係
CNC の予算で，収入の70% を担うテレビ局は，その影響力を益々強めてい
る。そこで，映画とテレビの関係について触れたい。
フランスでは，映画とテレビの関係は，基本的に競合関係ではなく，共生関
係と捉えられている。フランスのテレビ局は，国営がフランス 2 ，フランス 3.
民営は， TFI, M6，アルテ，そしてケーブル・テレビのカナル・プリュスが
ある。視聴率は， TFI，フランス 2 ，フランス 3 の順となっている。この 3 局
とも元は国営で， 1980年代にTFIが民営化され，大手ゼネコン，ブイグ社が大
株主となった。
テレビ局は，映画製作への出資が義務付けられている。地上波局は，総売上
げの 3%，カナル・プリュスは20%，つまり，総売上げの5.5% を CNCへ拠出
し，更に映画製作のための出資もする。この出資は，製作された作品のテレビ
放映権確保のためである D 例えば， 96年度の放映回数は，地上波全テレピ局で
1084回（日本に比べテレビの映画放映は圧倒的に多い。中でもケーブル・テレ
ビのカナル・プリユスは，映画に一番力を入れている。）カナル・プリュスの
放映回数は， 449回を数えている。そして，これらの放映の 3 分の 1 が米国映
画である。
フランスのテレビ局は米国映画に対しクォータ制を設定， 60%はフランス及
びヨーロッパ映画の上映を義務付けている。このクォータ制，ガットで文化的
商品に関する規制緩和でアメリカとフランスが鋭く対立し，文化的例外という
措置で，この制度をフランスが勝ち獲ったエピソードがある。しかし，これは，
テレビにおける米国映画上映規制であり，映画におけるクォータ制はない。カ
ナル・プリュスは，映画とスポーツに力を入れ，日本のwowowと似ている。
フランスでは，新作映画のテレビの放映優先順位が決められている。公開から
12-18カ月後にカナル・プリュスが， 30カ月後に地上波局が放映する順になっ
ている。テレビ局は，放映権獲得のため，プリ・バイ（放映権先買い）と映画
の共同製作により，権利を押さえる。一般的なフランス映画（予算規模は 5 億
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円前後）は，このプリ・バイと共同製作により，製作費の60% を確保するとさ
れている。
従って，映画産業は今やテレビ局との共生関係なくして，製作は不可能となっ
ている。テレビ局も映画産業との共生関係により，番組ソフトの安定供給が保
証されるメリットがある。
9. 結語
既述のように，ヨーロッパの映画産業は米国映画に席巻され，困難な状態と
言っても過言ではない。その中で，フランスだけが，映画産業として“健康体”
を維持している。結論として，この健康体維持の鍵は，映画産業界が資金を拠
出し，業界へ還元するリサイクル・システムを確立させた CNC の存在にある。
CNC とは，民間の資金を官が預かり，再び民間へと還元する文化のリサイク
ル・システムと定義できる。
映画界が自分で集めた資金を，自分たちのために使うもので，フランスの映画
人にとり， CNC からの資金の還元は，“お上から頂戴する”という意識は全く
なく，自分たちへの資金を自分たちのために有効に使う手段と考えている。
日本でも，映画産業への公的助成ということがいわれるが，助成自体，映画
界の自助努力により助成が成されるのであり，決して政府からお金が下りてく
るのではないD 日本における映画助成は，すべて，国家予算によるものとする
考えが一般的である。
フランスの CNC のケースを日本では公的助成と呼んでいるが，実体は民間
資金のリサイクルであり，これは誤った認識である。我が国で，映画振興策を
講じるなら，手始めとして，映画業界は CNC のように入場料金の10% の拠出
に応じる位の覚倍をもつべきだ。業界の自主努力と引き換えに，国家による公
的助成を引き出すのが筋であろう。
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